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第１７９期  事業報告 
（２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで） 

 

 

 

１．株式会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

    当期におけるわが国の経済は、企業収益が好調を維持するなか、設備投資の増

加や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で推移したものの、米中

貿易摩擦による海外経済の減速、さらには相次いだ自然災害や消費税増税などの

影響により、先行きは不透明な状況が続きました。 

    当地域においては、人口の減少や少子高齢化の影響などを受け、通勤・通学の

利用客が減少傾向にあり、加えて本年に入り発生した新型コロナウイルスの感染

拡大により、小中学校・高校の臨時休校や各種イベントの自粛による観光客の大

幅な落込みなども見られ、大変厳しい経営環境となりました。 

    このような中、当社においては交流人口の拡大を目指し、観光列車「カフェト

レイン」の定期運行や、オリエンタルエアブリッジ株式会社と業務提携を行うな

ど関係各社との連携強化により、共同企画の実施や他社イベントへの参加による

ＰＲ活動など島原半島の魅力発信に努めました。 

    また、昨年 10 月のダイヤ改正では、空港線バスを本諫早駅での鉄道との接続

方式に変更し、大幅な増便と定時性確保により利便性の向上を図りました。 

    加えて本年 3 月には九州のローカル鉄道では初となる全車両に無料Ｗｉ-Ｆｉ

を設置しサービスの向上にも努めました。 

    その結果、当期は次に申し上げる通りの業績となりました。 

 

 

 

（２）事業の種類別の状況 

  ①鉄道事業 
    鉄道事業は、沿線人口の減少などにより定期券収入が落ち込むなど、依然とし

て厳しい経営状況が続いております。 
    このような中、定期外収入を確保すべく観光列車「カフェトレイン」の定期運

行化や、旅行エージェントへの営業強化、地元商店街とタイアップした企画乗車
券の発売、さらには「キッズ祭りや島鉄健康ウォーキング」など地域密着型イベ
ントの開催により、鉄道利用の促進に努めた結果、昨年 4月から本年 1月までは
定期外利用客の増加(前期比 104.5％)となりましたが、本年 2月以降は新型コロ
ナウイルスの影響が大きく、減少に転じました。 

    また、車両及び主要駅への無料Ｗｉ-Ｆｉの設置やトイレの新設など環境整備
にも取組み、サービスの向上を図りました。 

    その結果、当期の輸送人員は、定期外 547 千人（前期比 102.2％）、定期 751
千人（前期比 98.3％）、合計 1,297 千人（前期比 99.8%）となり、営業収入
につきましては、541,226 千円（前期比 101.5%）となりました。 
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  ②自動車運送事業 
  (イ)乗合バス事業 
    乗合バス事業は、少子・高齢化などにより輸送人員の減少に歯止めがかからず、

厳しい経営状況が続いております。 
    このような中、昨年 10 月および本年 3月にダイヤ改正を実施し、運行効率の改

善を図るとともに、空港線バスを本諫早駅での鉄道との接続方式に変更し、空港
へのアクセスの改善を図りました。さらに本年 3月からは、島原市のコミュニテ
ィバス「たしろ号」の運行を開始し、市民の利便性向上にも努めました。 

    その結果、当期の輸送人員は、1,631 千人（前期比 93.0％）となり、営業収入
につきましては、643,137 千円（前期比 91.5％）となりました。 

 

 

  (ロ)貸切バス事業 

  貸切バス事業は、グループ会社である長崎バス観光株式会社との連携による合

同営業や企画商品の開発、あじさいツアーの自社運行など、売上確保に努めまし

たが、県内外の団体旅行や企画募集旅行の受注減少、さらには新型コロナウイル

ス感染拡大の影響により大変厳しい状況となりました。 

その結果、営業収入につきましては 158,910 千円(前期比 82.2％)となりました。 

 

 

(ハ)旅行事業 

  旅行事業は、子会社にて実施していた事業を当社が引継ぎ貸切バス事業を補完

すべく営業を行ってまいりました。 

    その結果、営業収入につきましては 17,799 千円となりました。 

 

 

 

③船舶運航事業 
    船舶運航事業は、ゴールデンウイークの 10 連休や燃料油価格変動調整金の導

入により 4 月～ 5 月は好調に推移しておりましたが、夏以降については、台風に
よる欠航や新型コロナウイルス感染拡大の影響により、貸切バスなどの利用客が
大幅に減少する大変厳しい状況となりました。 

    その結果、当期の輸送人員は 166 千人(前期比 89.4％)、航送台数は 127 千台 
(前期比 96.8％)となり、営業収入につきましては 356,269 千円(前期比 98.0％) 
となりました。 

 
 
 
  ④ホテル事業 
    ホテル事業は、各種スポーツ団体や、ビジネスマン、新幹線工事関係者の宿泊

により、堅調に推移いたしました。 
    2019 年 4 月以降は、宿泊プランの見直しやネットエージェントとの新規契約な

どにより集客を図りました。 
    その結果、当期の宿泊客数は 25 千人(前期比 101.5％)、客室稼働率は 69.7％

(前期比△0.6 ポイント)となり、営業収入につきましては、132,731 千円(前期比
109.9％)となりました。 
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  ⑤不動産賃貸事業 
    不動産賃貸事業の営業収入につきましては、46,982 千円（前期比 97.9％）と    

なりました。 
    なお、2022 年春のオープンを目指すイオン島原店の再開発事業に備え、関連す

る建物等の解体除却費用につきまして、当期の特別損失に計上しております。 
 
 
 

⑥その他事業 
    その他事業は、主にオリジナルグッズ、素麺、酒類などの販売を行いました。 
    その結果、営業収入につきましては、19,560 千円（前期比 89.0％）となりま

した。 
 
 
 
 ・全事業概況 
    以上を総じて、営業収入は 1,916,617 千円（前期比 96.6％）、経常損失は

145,548 千円（前期経常損失 101,024 千円）となり、前述の不動産賃貸事業の状
況に記載のとおり、イオン島原店再開発事業に伴い特別損失 725,029 千円を計上
したことにより、当期の純損失は 786,140 千円(前期当期純損失は 92,257 千円)
となりました。 

 
 
 
（３）設備投資の状況 

    当期に実施した設備投資の総額は 664,340 千円であり、主なものは次のとおり 

であります。 

 

   ○鉄道事業では、半造川橋梁本線工事･枕木交換･重軌条交換･踏切保安設備工事

外を実施いたしました。 

 

   ○自動車運送事業では、乗合中古車 2 両･貸切中古車 4 両、ドライブレコーダー

などを購入いたしました。 

 

   〇船舶運航事業では、チケット発行・キャッシュレス化対応ソフトウェアの改修、    

新口之津港ターミナルの補助スロープ、乗船タラップ工事などを実施いたしま

した。 

 

   ○ホテル事業では、防犯カメラ、食器洗浄機を購入いたしました。 

 

 

 

（４）資金調達の状況 

    上記設備投資に必要な資金は、自己資金及び補助金により賄いました。 
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（５）会社が対処すべき課題 

    当社を取巻く環境は、少子・高齢化などによる輸送人員の減少に加え、新型コ

ロナウイルス感染の長期化により、今後も厳しい状況が続くものと思われます。 

    このような状況のもと、徹底した経費削減に努め、収束後には観光列車をはじ

めとする企画商品の広報・営業活動を強化して交流人口の拡大を目指し、収益の

確保を図ってまいります。 

また国や県をはじめ沿線自治体とも連携しながら、島原半島地域における公共

交通機関としての使命を果たしてまいります。 

    さらには、将来の安定した収益を確保するとともに、島原市の中心市街地活性

化に寄与すべく、島原市ならびにイオン九州株式会社とともに「イオン島原店」

の再開発事業を強力に推進してまいります。 

    これからも、「人と人、街と街を結ぶ企業として、島原のくらしを支え、社会

の繁栄に貢献する」というグループの使命の下、従業員一丸となってこの難局を

乗越え、島原半島の活性化に貢献してまいる所存でございますので、株主の皆様

には、今後なお一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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（６）財産及び損益の状況の推移 

区   分 
第１７６期 

（2016 年度） 
第１７７期 

（2017 年度） 
第１７８期 

（2018 年度） 
第１７９期 

（2019 年度） 

営 業 収 益 
千円 

2,067,999 
千円 

1,987,507 
千円 

1,983,928 
千円 

1,916,617 

経 常 損 失 
千円 

10,862 
千円 

124,129 
千円 

101,024 
千円 

145,548 

当 期 純 利 益 又 は 

当 期 純 損 失 ( △ ) 
千円 

△13,487 
千円 

199,884 
千円 

△92,257 
千円 

△786,140 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は 

1 株 当 た り 当 期 純 損 失 ( △ ) 
円 

△0.84 
円 

4.52 
円 

△0.42 
円 

△3.63 

総 資 産 
千円 

9,165,954 
千円 

9,172,360 
千円 

9,099,202 
千円 

7,365,895 

純 資 産 
千円 

3,964,985 
千円 

4,144,320 
千円 

4,049,325 
千円 

3,236,852 

 

 

 

（７）重要な親会社及び子会社の状況 

  ①親会社の状況 

    当社の親会社は長崎自動車株式会社で、同社は当社の株式 200,014 千株（出資

比率 92.6％）を保有しております。 

    当社と親会社との営業上の取引は、事業資金の調達、燃料の仕入れ及び車両の

車検等であります。 

 

  ②子会社の状況 

会  社  名 資  本  金 出資比率 主要な事業内容 

島 鉄 観 光 ㈱ ７０，０００千円 １００．０％ タクシー事業 

 

  ③関連会社の状況 

    該当事項はありません。 

    

  ④企業集団の成果 

当事業年度より会計監査人非設置会社となりましたので、連結売上等の記載を

省略します。 

（島鉄観光㈱の個別損益状況）               

 営業収益    202,780 千円 

  営業費用   218,747 千円 

  営業損益  △15,966 千円 

  経常損益  △16,106 千円 

  当期純損益 △25,197 千円 
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（８）主要な事業内容 

①鉄道事業……諫早駅を起点として、島原港駅に至る 43.2Km の営業キロを有し、

旅客の輸送を行っております。 

②自動車運送事業 

  （イ）乗合バス事業……島原半島全域のほか、諫早～長崎空港線並びに島原～福岡

線で運行しており、期末の営業キロは 542.1Km であります。 

  （ロ）貸切バス事業……事業区域は、長崎県全域であります。 

  （ハ）旅行事業……従来、子会社にて行っていた事業を当社が引継ぎ、貸切バス事 

業を補完する形で運営しております。 

③船舶運航事業……定期航路として、口之津港～鬼池港間 8.1Km をフェリー運航

しております。 

④ホテル事業……諫早駅前にてビジネスホテルを運営しております。 

⑤不動産賃貸事業……主にイオン島原店への不動産賃貸を行っております。 

⑥その他事業……オリジナルグッズ、素麺、酒類など物品販売を行っております。 

 

 

（９）主要な駅、営業所及び工場 

名    称 所 在 地 名    称 所 在 地 

諫 早 駅 諫早市永昌東町 諫 早 営 業 所 諫 早 市 天 満 町 

本 諫 早 駅 諫早市東小路町 口 之 津 営 業 所 南島原市口之津町 

島 原 駅 島 原 市 片 町 島鉄自動車整備工場 島 原 市 弁 天 町 

島 原 船 津 駅 島 原 市 津 町 島 鉄 車 輌 工 場 島 原 市 津 町 

島 原 営 業 所 島 原 市 弁 天 町 諫早ターミナルホテル 諫早市永昌東町 

 

 

（１０）従業員の状況                 （２０２０年３月３１日現在） 

区 分 
総 務 部 

経理部 
営 業 

統括部 
鉄道部 

 

自動車部 

 

船舶部 
 

ホテル部 

 
休職 出 向 合 計 

総務課 人事課 

当 期 末 人 員 

（人） 
5 2 5 6 85 125 42 17 － 5 292 

平 均 年 齢 

(才) 
45.4 45.0 44.8 43.7 42.8 53.5 41.3 52.3 － 50.0 48.3 

平 均 勤 続 年 数 

（年） 
17.0 16.3 18.3 20.5 21.1 12.8 19.6 27.0 － 20.4 16.7 

 

 

（１１）主要な借入先及び借入額           （２０２０年３月３１日現在） 

借 入 先 借 入 金 残 高 

長 崎 自 動 車 株 式 会 社 ３６０，０００千円 

株 式 会 社 十 八 銀 行 ２０，０００千円 

株 式 会 社 親 和 銀 行 ２０，０００千円 
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２．会社の株式に関する事項 

  ①発行可能株式総数 ２５６，０００千株 

  ②発行済株式の総数 ２１６，０００千株 

  ③１単元の株式の数    １，０００株 

  ④当事業年度末の株主数  ２，１２３名（うち単元株主２７０名） 

⑤上位１０名の株主                （２０２０年３月３１日現在） 

株   主   名 持   株   数 

長 崎 自 動 車 株 式 会 社         ２００，０１４千株 

宅 島 建 設 株 式 会 社 ２，５５６千株 

福 岡 商 事 株 式 会 社 １，７７３千株 

長 崎 県 １，６００千株 

九 州 日 野 自 動 車 株 式 会 社 １，２５０千株 

Ｊ Ｘ Ｔ Ｇ ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 株 式 会 社 １，０００千株 

株 式 会 社 十 八 銀 行 ６８１千株 

株 式 会 社 親 和 銀 行 ６８１千株 

長 崎 産 業 株 式 会 社 ６８１千株 

ＥＮＥＯＳグローブエナジー株式会社 ５４３千株 

 

 

 

３．会 社 役 員 に 関 す る 事 項 

（１）取締役及び監査役の氏名等           （２０２０年３月３１日現在） 

地位及び担当 氏  名 重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 永 井 和 久 
長崎自動車㈱ 常務取締役 

島鉄観光㈱ 代表取締役社長 

常 務 取 締 役 山 中  剛 島鉄観光㈱ 取締役 

常 務 取 締 役 渡 辺  聡  

取締役総務部長兼経理部長 小 玉 康 雄 島鉄観光㈱ 監査役 

取 締 役 嶋 崎 真 英 長崎自動車㈱ 代表取締役社長 

取 締 役 脇 山 信 人 長崎自動車㈱ 取締役自動車本部長 

取締役営業統括部長 吉 田 祐 慶  

監 査 役 藤  泉 長崎自動車㈱ 監査役 

※2019 年 6 月 26 日、渡辺聡、小玉康雄の各氏は取締役に就任しました。 

※2019 年 6 月 26 日、藤 泉氏は監査役に就任しました。 

※2019 年 6 月 26 日、吉田健太郎、上杉徹也、森田誠、陶山幸造の各氏は取締役を退

任しました。 

※2019 年 6 月 26 日、田中正善、國府利計、吉田俊一の各氏は監査役を退任しました。 
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（２）取締役及び監査役の報酬等の額 

区   分 人 数 報酬等の額 

取 締 役 ７人 １９，１５９千円 

監 査 役 １人 ８７７千円 

計 ８人 ２０，０３７千円 

 ※使用人兼務取締役３名の使用人給与は含まれておりません。 

 ※上記金額には役員退職慰労引当金繰入額及び役員報酬相当負担金を含めております。 

 ※上記金額には社外役員１名分の役員報酬相当額１５０千円が含まれております。 

 

 

４．会計監査人に関する事項 

   該当事項はありません。 
 

 

 

５．業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの整備に関する基本方針） 

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①コンプライアンスマニュアルを策定し、全社員に周知させることにより、社内

における法令遵守の徹底を図る。 

②コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、社内のコンプライアンスの状

況を把握し、適切な指示等を行うことで業務運営の適切性の確保に努める。 

③不正行為等の早期発見と速やかな是正を行うために、常勤役員を内部通報窓口

と定め、コンプライアンス体制の充実に努める。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①各種議事録、決裁文書等、職務の執行・意思決定に係る重要書類は、法令等に

従い文書で保存管理する。 

②取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①営業推進及び経営展開に伴うリスクに関しては、コンプライアンス・リスク管

理委員会においてその管理規程を策定し、これに基づいてリスクの管理及び軽

減を図る。 

②事故及び災害等の予防に関しては、安全推進委員会において対応する。 

また、万一事故及び災害等が発生した場合の危機管理計画を策定する。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会は、会社の業務内容、財務内容等を勘案し、経営方針を定め全社員に

周知させる。 

②取締役会のほかに、経営の重要案件についての意思決定機関として、常勤役員

で構成する経営会議を定期的に開催し、業務の執行状況の管理と改善策の指示

を行い、会社の円滑な業務運営を図る。 

③定期的に内部監査を実施することにより、業務の適切性及び有効性を確保する。 
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（５）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制 

グループの常勤役員で構成するグループ常勤役員会を定期的に開催し、業務の

執行状況の確認及び改善策の検討を行い、重要事項の決定並びにグループの円

滑な業務運営を図る。 

 

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけるその使用

人に関する事項、並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助する使用人を選任することができる。 

②監査役を補助すべき期間中、取締役及び社員は、当該使用人の業務執行に対し

て不当な制約を行うことにより、その独立性を阻害することのないよう留意す

る。 

 

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関

する体制 

①取締役及び使用人は、当社及び子会社の業務または業績に影響を与える重要な

事項について、監査役に都度報告することとする。 

②監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、取締役会

及び常勤役員会等重要会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行

に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人に説明を求め

ることが出来る体制を確保している。 

 

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①代表取締役は、監査役と定期的に意見交換を実施し、監査役より監査業務の環

境整備について要請があれば協力する。 

②監査役が必要と認めた場合は、公認会計士等の外部専門家の意見を聴取するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）本事業報告中の記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
               （2020 年 3 月 31 日現在）        （単位：千円） 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

Ⅰ流動資産 637,166 Ⅰ流動負債 827,994 

1 現 金 及 び 預 金 142,867 1 支 払 手 形 40,941 

2 未 収 運 賃 27,991 2 短 期 借 入 金 40,000 

3 未 収 金 379,444 3 １年以内に返済する長期借入金 9,000 

4 商 品 7,163 4 リ ー ス 債 務 14,573 

5 貯 蔵 品 67,604 5 未 払 金 107,406 

6 前 払 費 用 4,764 6 未 払 法 人 税 等 1,016 

7 そ の 他 7,353 7 未 払 消 費 税 等 26,966 

8 貸 倒 引 当 金 △22 8 賞 与 引 当 金 47,729 

   9 未 払 費 用 24,086 

   10 預 り 連 絡 運 賃 640 

   11 預 り 金 2,914 

   12 前 受 運 賃 8,327 

   13 前 受 金 743 

Ⅱ固定資産 6,728,728 14 固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 279,516 

1 鉄 道 事 業 固 定 資 産 3,906,065 15 そ の 他 224,131 

2 自動車運送事業固定資産 2,117,193  (1) 設 備 支 払 手 形 154,780 

3 船舶運航事業固定資産 105,476  (2) 設 備 未 払 金 69,351 

4 ホ テ ル 事 業 固 定 資 産 234,656     

5 不動産賃貸事業固定資産 112,796 Ⅱ固定負債 3,301,048 

6 各 事 業 関 連 固 定 資 産 4,890 1 長 期 借 入 金 351,000 

7 建 設 仮 勘 定 137,965 2 リ ー ス 債 務 9,897 

8 投 資 そ の 他 の 資 産 109,684 3 再評価に係る繰延税金負債 1,700,974 

 (1) 関 係 会 社 株 式 60,636 4 繰 延 税 金 負 債 368,257 

 (2) 投 資 有 価 証 券 59,615 5 退 職 給 付 引 当 金 514,854 

 (3) 出 資 金 2,660 6 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 6,865 

 (4) 破 産 更 生 債 権 等 147 7 固定資産撤去費用引当金 82,500 

 (5) 貸 倒 引 当 金 △147 8 長 期 前 受 金 136,032 

 (6) 投 資 損 失 引 当 金 △18,476 9 そ の 他 130,667 

 (7) 長 期 前 払 費 用 465 負 債 合 計 4,129,043 

 (8) そ の 他 4,782 （純資産の部）  

    Ⅰ株主資本 △87,801 

    1 資 本 金 90,000 

    2 資 本 剰 余 金 890,000 

     資 本 準 備 金 90,000 

     そ の 他 資 本 剰 余 金 800,000 

   3 利 益 剰 余 金 △1,067,801 

    そ の 他 利 益 剰 余 金 △1,067,801 

   Ⅱ評価・換算差額等 3,324,653 

   1 その他有価証券評価差額金 37,433 

   2 土 地 再 評 価 差 額 金 3,287,219 

   純 資 産 合 計 3,236,852 

資 産 合 計 7,365,895 負債及び純資産合計 7,365,895 
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損 益 計 算 書 
         （2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで）    （単位：千円） 

科   目 収  入 支  出 差  引 

（ 営 業 損 益 ）     

鉄 道 事 業    

 営 業 収 益 541,226   

 営 業 費 用  667,958  

 鉄 道 事 業 損 益   △126,732 

自動車運送事業    

 営 業 収 益 819,846   

 営 業 費 用  908,934  

 自 動 車 運 送 事 業 損 益   △89,087 

船舶運航事業    

 営 業 収 益 356,269   

 営 業 費 用  326,076  

 船 舶 運 航 事 業 損 益   30,193 

ホテル事業    

 営 業 収 益 132,731   

 営 業 費 用  102,338  

 ホ テ ル 事 業 損 益   30,392 

不動産賃貸事業    

 営 業 収 益 46,982   

 営 業 費 用  24,616  

 不 動 産 賃 貸 事 業 損 益   22,365 

その他事業    

 

 

 

営 業 収 益 19,560   

営 業 費 用  18,602  

そ の 他 事 業 損 益   957 

営 業 収 益 合 計 1,916,617   

営 業 費 用 合 計  2,048,527  

全 事 業 営 業 損 益   △131,909 

（ 経 常 損 益 ）     

営 業 外 収 益 23,226   

営 業 外 費 用  36,865  

経 常 損 益   △145,548 
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（単位：千円） 

科   目 収  入 支  出 差  引 

（ 特 別 損 益 ）     

特  別  利  益    

 補 助 金 207,742   

 鉄道施設建設受入寄附金 854,370   

 固 定 資 産 売 却 益 279   

 役員退職慰労引当金戻入 6,180   

 そ の 他 7,800   

 特 別 利 益 合 計 1,076,373   

特  別  損  失    

 固 定 資 産 除 却 損  438,625  

 固 定 資 産 売 却 損  5,984  

 固 定 資 産 圧 縮 損  627,676  

 撤 去 費 用 引 当 金 繰 入  362,016  

 減 損 損 失  460,707  

 そ の 他  7,512  

 特 別 損 失 合 計  1,902,522  

税 引 前 当 期 純 損 益   △971,698 

法人税、住民税及び事業税   1,016 

法 人 税 等 調 整 額   △186,574 

当 期 純 損 益   △786,140 
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株主資本等変動計算書 
           （2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで）   （単位：千円） 

                                       株 主 資 本 

 

 

資 本 金 

 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金  

株主資本合計 
 

資 本 
準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 

その他 
利 益 
剰余金 

当期首残高 90,000 90,000 800,000 890,000 △471,039 508,960 

事業年度中の変動額       

当期純利益(△:純損失)     △786,140 △786,140 

土地再評価差額金の取崩     189,379 189,379 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額(純額) 
      

事業年度中の変動額合計 － － － － △596,761 △596,761 

当期末残高 90,000 90,000 800,000 890,000 △1,067,801 △87,801 

 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

純 資 産 合 計 

  
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
 

評価・換算差額等 
合計 

当期首残高 63,765 3,476,598 3,540,364 4,049,325 

事業年度中の変動額     

当 期 純 利 益 ( △ : 純 損 失 )    △786,140 

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩    189,379 

株主資本以外の項目の事業年 

度中の変動額(純額) 
△26,331 △189,379 △215,711 △215,711 

事業年度中の変動額合計 △26,331 △189,379 △215,711 △812,472 

当期末残高 37,433 3,287,219 3,324,653 3,236,852 
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個別注記表 

 

 

１．重要な会計方針に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法を採用しております。 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法） 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法(但し、建物（島鉄ビル等）及び車両（運送事業用自動車）又は1998年 4月

１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法)を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
車  両     ２年～３０年 
建  物     ３年～４７年 
構 築 物     ８年～６０年 
船  舶     ５年～１１年 
機械装置     ８年～１７年 
工具器具備品   ２年～２０年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。 

     ③リース資産 

       所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     ④長期前払費用 

長期前払費用は均等償却を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

引当金の計上基準は、次の通りであります。 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上し

ております。 
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②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計

上しております。 

④投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を個別に勘案し必

要額を計上しております。 

⑤固定資産撤去費用引当金 

撤去工事により発生する費用に備えるため、撤去費用見積額を計上しております。 

 

（５）工事負担金に係る圧縮記帳の処理方法 

当社は鉄道事業における踏切道路改修工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事

費の一部として工事負担金を受けておりますが、これらの工事負担金については、工事完

成時に当該工事負担金相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資

産に計上しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金受入額を特別利益に計上しております。 

 

（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（消費税等の会計処理） 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（その他） 

会社計算規則の規定並びに「鉄道事業会計規則」（昭和６２年運輸省令第７号）に基

づいて作成しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額  5,092,652千円 

 

（２）関係会社に対する債権及び債務の注記 

関係会社に対する短期金銭債権   45,863千円 

関係会社に対する短期金銭債務    18,948千円 

関係会社に対する長期金銭債務   360,000千円 

 

（３）事業用固定資産の形態別内訳                        

有形固定資産  6,468,539千円 

土地 5,297,802 千円 建物 277,365 千円 構築物 490,297 千円 

車両 350,304 千円 船舶 13,662 千円 その他 39,107 千円 

      

無形固定資産   12,540千円 
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当期において、国庫補助金等の受入れにより、建物、構築物、工具器具備品及びソフト

ウェアにおいて 627,676 千円の圧縮記帳を行いました。なお、圧縮記帳対象構築物及び

車両を除却した結果、圧縮記帳累計額が406,321千円減少しております。 

これにより、有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は、建

物220,074千円、構築物4,254,229千円、車両958,018千円、船舶900,000千円、機械

装置 61,713 千円、工具器具備品 34,562 千円及びソフトウェア 1,000 千円、計

6,429,597千円であります。 

 

（４）土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事

業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２

条第３号に定める固定資産税評価額による方法及び第４号に定める地価税法上の路線価

等に基づいて合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日  ２００２年３月３１日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 2,137,099 千円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

関係会社との取引高は下記の通りです。  

営業収益  10,340千円 

営業費用 11,361千円 

営業取引以外の取引高  

営業外収益 3,620千円 

営業外費用 3,674千円 

固定資産購入 2,320千円 

                  

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 
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６．税効果会計に関する注記 

項        目 金    額 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

（繰延税金資産） （千円） 

退職給付引当金 175,565 

未払賞与 18,746 

繰越欠損金 181,743 

その他投資有価証券評価差額金 14,347 

その他 

繰延税金資産小計 

246,067 

636,470 

評価性引当額 △636,470 

繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債） （千円） 

土地再評価差額金 1,700,974 

資産評価税制 368,257 

繰延税金負債合計 2,069,231 

 

 

７．金融商品に関する注記 

１、金融商品の状況に関する事項 

     当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。 

     受取手形及び売掛金などの営業債権は、取引先ごとに期日管理および残高管理を行い把

握する体制をとっております。 

     投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っ

ております。 

     借入金の使途は運転資金および設備資金であり、長期借入金の金利変動リスクに晒され

ていますが、金融機関とその都度協議を行い、リスクの低減を図っております。 

  ２、金融商品の時価等に関する事項 

     ２０２０年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりです。                  （単位：千円） 

 
貸借対照表 
 計上額(*) 

時 価(*) 差  額 

(1)現金及び預金 142,867 142,867 － 

(2)未収運賃及び未収金 407,435 407,435 － 

(3)投資有価証券    

  その他有価証券 53,455 53,455 － 

(4)破産更生債権等 147   

     貸倒引当金 △147   

 － － － 

    

(5)支払手形及び未払金 (306,692) (306,692) － 

(6)短期借入金 ( 40,000) ( 40,000) － 

(7)長期借入金 (360,000) (360,000) － 

     (*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

  (注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

   (1)現金及び預金、(2)未収運賃及び未収金 
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      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳 

簿価額によっております。 

    (3)投資有価証券 

     その他有価証券 

      これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4)破産更生債権等 

    破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた 

め、時価は帳簿価額から貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことから、当該価額 

をもって時価としております。 

    (5)支払手形及び未払金、並びに(6)短期借入金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

    (7)長期借入金 

      長期借入金の時価については、契約金利と再調達金利が同一であるため、当該帳簿価

額によっております。 

  (注２)非上場株式及び関係会社株式（貸借対照表計上額 66,796 千円）は、市場価額がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて

困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

８．賃貸等不動産に関する注記 

  １、賃貸等不動産の状況に関する事項 

     当社では、島原市内において、賃貸ビルを有しております。 

     また、その他に島原半島一円に駐車場等として保有する土地の一部を賃貸しております。 

  ２、賃貸等不動産の時価等に関する事項   （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

1,873,552 967,492 

  (注１)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

  (注２)当期末の時価は、主として不動産鑑定士による評価及び固定資産税評価額に基づいて算

定した金額であります。 

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

 親会社 

種 類 会社等の名称 
議決権の所有

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（注2） 
科 目 

期末残高 

（注2） 

親会社 長崎自動車㈱ 

(被所有) 

直接 

92.68％ 

事業資金の調達 

役員の兼務 

資金の借入 

利息の支払い 

－千円 

3,674千円 
長期借入金 360,000千円 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注1）親会社からの事業資金の調達については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件

は、短期資金は期間1年以内、長期資金は期間10年であります。なお、担保の提供はあり

ません。 

 （注2）取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。 
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10．資産除去債務に関する注記 

当社は一部の事務所及び事業所において、不動産賃貸借契約により、退去時における原状

回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確ではなく、

移転等の計画もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。 

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

 

11．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 14円99銭 

（２）１株当たり当期純損益 △3円63銭 

（算定上の基礎）  

当期純損益 △786,140千円 

普通株主に帰属しない金額   －千円 

普通株式に係る当期純損益 △786,140千円 

期中平均株式数 216,000千株 

  

 

 

12．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。  
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監 査 役 の 監 査 報 告 書 謄 本 

 
監 査 報 告 書 

 

 2019 年 4 月１日から 2020 年 3 月 31 日までの第 179 期事業年度の取締役の職務の執行を監査いた

しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。  

  

１．監査の方法及びその内容 

私は、取締役及び使用人、親会社の監査役並びに内部統制部門その他の者と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締

役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま

した。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討い

たしました。  

   

２．監査の結果 

  (1) 事業報告等の監査結果  

 ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 

   ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。  

 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

       計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認めます。 

   

2020年5月21日 

                                島原鉄道株式会社 

監査役  藤   泉  ㊞ 
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ご  案  内 
 

決 算 期 毎年３月３１日 

  

定 時 株 主 総 会 毎年６月 

  

基 準 日 毎年３月３１日 

 ①定時株主総会 

 ②上記のほか、必要があるときは 

 あらかじめ公告して定める日 

  

株主名義書換取扱場所 長崎県島原市弁天町二丁目7385番地1 

 島原鉄道株式会社 総務部 総務課 

   電話 ０９５７（６２）２２３１ 

  

公 告 掲 載 新 聞 島 原 新 聞 

  
 

◎当社株式につき、名義書換のご請求・住所変更(町名変更)・改印などのお届出、
その他のお問合せは当社総務部 総務課まで、お申出くださいますようお願い申
し上げます。 


